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組
織
と
業
務

　

9
月
1
日
に
、
わ
が
国
の
官
民
の
デ
ジ

タ
ル
改
革
、
デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー

メ
ー
シ
ョ
ン
（
D
X
）
を
推
進
す
る
司
令

塔
と
し
て
、
デ
ジ
タ
ル
庁
が
発
足
し
た
。

内
閣
直
属
の
組
織
で
内
閣
総
理
大
臣
を
組

織
の
長
と
し
、
デ
ジ
タ
ル
担
当
相
、
副
大

臣
等
が
置
か
れ
て
い
る
ほ
か
、
事
務
方
ト

ッ
プ
の
デ
ジ
タ
ル
監
や
各
業
務
の
C
x
O

（
最
高
責
任
者
）

1

に
は
民
間
人
材
が
起
用

さ
れ
て
い
る
。
デ
ジ
タ
ル
庁
に
は
、
各
府

省
庁
に
対
す
る
勧
告
権
な
ど
強
力
な
総
合

調
整
の
権
限
が
付
与
さ
れ
、
国
の
情
報
シ

ス
テ
ム
を
統
括
・
監
理
す
る
ほ
か
、
関
係

す
る
予
算
も
一
括
し
て
計
上
、
配
分
す
る

こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。

　

組
織
は
、
戦
略
・
組
織
グ
ル
ー
プ
、
デ

ジ
タ
ル
社
会
共
通
機
能
グ
ル
ー
プ
、
国
民

向
け
サ
ー
ビ
ス
グ
ル
ー
プ
、
省
庁
業
務
サ

ー
ビ
ス
グ
ル
ー
プ
の
4
グ
ル
ー
プ
か
ら
構

成
さ
れ
、
戦
略
・
組
織
グ
ル
ー
プ
以
外
は

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
中
心
と
し
た
チ
ー
ム
を

組
成
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。
発
足
当

初
の
人
員
は
約
6
0
0
人
で
、
こ
の
う
ち

民
間
人
材
は
約
2
0
0
人
で
あ
る
。

　

主
な
業
務
と
し
て
は
、「
デ
ジ
タ
ル
社

会
の
形
成
に
関
す
る
重
点
計
画
」
の
作
成

の
ほ
か
、
国
や
地
方
の
情
報
シ
ス
テ
ム
の

整
備
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
や
マ
イ
ナ
ン

バ
ー
カ
ー
ド
の
有
効
活
用
、
教
育
、
医
療
、

防
災
な
ど
準
公
共
分
野
の
デ
ジ
タ
ル
化
の

推
進
、
デ
ー
タ
利
活
用
の
た
め
の
基
盤
の

整
備
、
デ
ジ
タ
ル
人
材
の
育
成
・
確
保
な

ど
が
挙
げ
ら
れ
る
。

　

併
せ
て
、
施
策
推
進
の
た
め
の
会
議
体

が
複
数
立
ち
上
げ
ら
れ
て
い
る
。
閣
僚
に

よ
り
構
成
さ
れ
る
デ
ジ
タ
ル
社
会
推
進
会

議
や
民
間
有
識
者
の
デ
ジ
タ
ル
社
会
構
想

会
議
、
個
別
の
政
策
課
題
を
検
討
す
る
デ

ー
タ
戦
略
推
進
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
、

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
お
よ
び
国
と
地
方
の

デ
ジ
タ
ル
基
盤
抜
本
改
善
ワ
ー
キ
ン
グ
グ

ル
ー
プ
な
ど
で
あ
る
。

　

そ
の
ほ
か
、
国
と
地
方
自
治
体
職
員
と

本
格
稼
働
し
た
デ
ジ
タ
ル
庁

国
民
の
信
頼
獲
得
が
最
大
の
課
題

日
本
総
合
研
究
所
調
査
部
主
任
研
究
員

野
村
敦
子

解 説

　
9
月
1
日
に
、
デ
ジ
タ
ル
庁
が
発
足
し
た
。
同
庁
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
禍
で
顕
在
化
し
た
わ
が
国
の
官
民
に
お

け
る
デ
ジ
タ
ル
化
の
遅
れ
を
取
り
戻
す
た
め
の
司
令
塔
と
し
て
設
置
さ
れ
た
。
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
の
有
効
活
用
、
国
や

地
方
の
情
報
シ
ス
テ
ム
の
構
築
、
官
民
の
デ
ー
タ
の
整
備
・
連
携
な
ど
を
推
進
す
る
こ
と
に
よ
り
、
国
民
生
活
に
利
便
性

や
新
た
な
価
値
を
も
た
ら
す
こ
と
が
期
待
さ
れ
て
い
る
。

　
も
っ
と
も
、
そ
の
所
掌
す
る
業
務
は
広
範
か
つ
多
岐
に
わ
た
り
、
個
人
情
報
な
ど
も
取
り
扱
う
こ
と
に
な
る
だ
け
に
、

負
担
は
も
ち
ろ
ん
、
責
務
も
大
き
い
。
デ
ジ
タ
ル
庁
が
所
期
の
目
的
を
達
成
す
る
た
め
に
は
、
国
民
の
信
頼
獲
得
が
不
可

欠
で
あ
り
、
透
明
性
と
説
明
責
任
を
肝
に
銘
じ
、
民
間
と
の
協
働
の
下
、
国
や
地
方
自
治
体
の
行
政
改
革
・
業
務
改
革
を

着
実
に
主
導
し
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

の
む
ら
・
あ
つ
こ　
88
年
早
大
政
経

学
部
卒
、同
年
三
井
銀
行（
現
三
井
住

友
銀
行
）入
行
。さ
く
ら
総
合
研
究
所

（
現
日
本
総
合
研
究
所
）産
業
調
査
部

等
を
経
て
、現
職
。注
力
テ
ー
マ
は
成

長
戦
略（
ベ
ン
チ
ャ
ー
支
援
、I
T
融

合
等
）、産
業
政
策
。
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の
対
話
の
場
で
あ
る
「
デ

ジ
タ
ル
改
革
共
創
プ
ラ
ッ

ト
フ
ォ
ー
ム
」

2

や
、
国

民
か
ら
幅
広
い
意
見
・
ア

イ
デ
ア
を
募
集
し
、
オ
ー

プ
ン
に
共
有
・
議
論
す
る

場
「
デ
ジ
タ
ル
庁
ア
イ
デ

ア
ボ
ッ
ク
ス
」
な
ど
、
従

来
の
官
庁
に
は
な
い
新
た

な
試
み
も
進
め
ら
れ
て
い

る
。

　

菅
前
政
権
を
引
き
継
い

だ
岸
田
政
権
に
お
い
て
も
、

デ
ジ
タ
ル
化
は
引
き
続
き

重
要
政
策
課
題
と
し
て
位

置
付
け
ら
れ
て
い
る
。
デ

ジ
タ
ル
化
に
必
要
な
制
度

や
改
革
を
議
論
す
る
デ
ジ

タ
ル
臨
時
行
政
調
査
会
が

設
置
さ
れ
た
ほ
か
、
岸
田

文
雄
首
相
が
提
唱
す
る

「
デ
ジ
タ
ル
田
園
都
市
国

家
構
想
」
に
関
し
、
デ
ジ

タ
ル
庁
の
主
導
の
下
、
地

方
に
高
速
大
容
量
規
格

「
5
G
」
や
自
治
体
ク
ラ

ウ
ド
、
デ
ー
タ
セ
ン
タ
ー

な
ど
の
デ
ジ
タ
ル
基
盤
を

整
備
す
る
方
針
が
示
さ
れ

て
い
る
。

デ
ジ
タ
ル
庁
発
足
の
経
緯

　

デ
ジ
タ
ル
庁
の
創
設
は
、
わ
が
国
の
公

的
分
野
を
中
心
と
す
る
デ
ジ
タ
ル
化
の
深

刻
な
遅
れ
が
、
新
型
コ
ロ
ナ
禍
で
露
呈
し

た
こ
と
が
背
景
に
あ
る
。
例
え
ば
、
特
別

定
額
給
付
金
な
ど
の
オ
ン
ラ
イ
ン
申
請
が

混
乱
し
給
付
に
遅
れ
が
生
じ
た
こ
と
や
、

保
健
所
へ
の
陽
性
者
報
告
が
い
ま
だ
フ
ァ

ッ
ク
ス
中
心
で
あ
る
こ
と
、
官
民
に
お
け

る
対
面
・
書
類
・
押
印
の
慣
行
が
テ
レ
ワ

ー
ク
移
行
の
妨
げ
と
な
っ
て
い
る
こ
と
、

オ
ン
ラ
イ
ン
診
療
や
オ
ン
ラ
イ
ン
授
業
に

も
十
分
に
対
応
で
き
て
い
な
い
こ
と
、
新

型
コ
ロ
ナ
接
触
確
認
ア
プ
リ

「
C
O
C
O
A
」
の
不
具
合
が
放
置
さ
れ

て
い
た
こ
と
な
ど
、
事
例
を
挙
げ
れ
ば
き

り
が
な
い
。

　

そ
れ
で
は
、
わ
が
国
の
行
政
手
続
き
の

オ
ン
ラ
イ
ン
化
は
、
実
際
に
ど
の
よ
う
な

状
況
な
の
で
あ
ろ
う
か
。
政
府
C
I
O
ポ

ー
タ
ル
で
公
開
さ
れ
て
い
る
「
行
政
手
続

等
の
棚
卸
結
果
等
」（
2
0
2
0
年
3
月

31
日
時
点
）
を
見
る
と
、
約
6
万

2
0
0
0
件
あ
る
行
政
手
続
き
の
う
ち
、

オ
ン
ラ
イ
ン
化
が
実
施
で
き
て
い
る
も
の

は
8
4
1
9
件
（
種
類
別
、
実
施
率
13
・

5
％
）、
オ
ン
ラ
イ
ン
で
完
結
で
き
て
い

る
も
の
は
6
0
0
3
件
（
同

9
・
6
％
）
と
極
め
て
低
調

で
あ
る
（
図
表
1
）。
ま
た
、

オ
ン
ラ
イ
ン
化
が
未
実
施

（
不
明
、
無
回
答
を
含
む
）

で
あ
る
約
4
万
件
の
行
政
手

続
き
の
う
ち
、
調
査
時
点
で

検
討
さ
れ
て
い
な
い
も
の
が

8
割
に
上
る
。

　

行
政
デ
ジ
タ
ル
化
の
カ
ギ

を
握
る
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー

ド
も
、
普
及
率
は
39
・
1
％

（
21
年
11
月
1
日
現
在
）
に

と
ど
ま
る
（
図
表
2
）。
行

政
の
デ
ジ
タ
ル
化
が
こ
れ
ほ

ど
ま
で
に
遅
れ
て
い
る
原
因

と
し
て
、
行
政
の
縦
割
り
構

造
や
前
例
踏
襲
主
義
、
デ
ジ

タ
ル
人
材
の
不
足
な
ど
の
問

題
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。

　

こ
う
し
た
事
態
を
打
開
す

る
た
め
、
昨
年
9
月
に
就
任

し
た
菅
義
偉
首
相
（
当
時
）

胆
煎
り
の
政
策
と
し
て
、
デ

ジ
タ
ル
庁
の
創
設
が
打
ち
出

さ
れ
た
。
そ
し
て
、
同
12
月

の
「
デ
ジ
タ
ル
社
会
の
実
現

に
向
け
た
改
革
の
基
本
方

針
」
の
閣
議
決
定
、
今
年
5

手続きの種類

手続き件数

総数
件数

2019年度 2018年度
実施率（％） 件数 実施率（％）

オンライン化実施済①
未実施②
不明③
無回答（空白）④
オンライン完結⑤

実施予定
検討予定
検討可能
適用除外
無回答（空白）
総手き続件数⑥
オンライン化実施済手続きの総手続き件数⑦
⑦のうち実際にオンラインで手続きされた件数⑧
（実施率＝総手続き件数に占める割合：⑧/⑥）
（参考）政府定義のオンライン利用率
（実施率：⑧/（⑧+非オンライン手続き件数））

オンライン化未実施
（②～④）のうち
オンライン化検討状況

⑦のうち非オンライン手続き
697,162,973

1,059,910,128 41.3

60.3

62,253
8,419
40,248
9,910
3,676
6,003
6,498
1,837
41,772
325
3,402

2,565,301,402
2,028,117,583

̶
13.5
64.7
15.9
5.9
9.6
12.1
3.4
77.6
0.6
6.3

̶
79.0

⑦のうち非オンライン手続き
668,266,390

969,554,599 38.8

59.2

55,765
6,408
36,885
9,004
3,468
4,165
616
1,207
45,363
222
1,949

2,496,893,500
1,880,559,173

̶
11.5
66.1
16.1
6.2
7.5
1.2
2.4
91.9
0.4
3.9
̶

75.3

（注）上記の調査は下記省庁からの回答結果を基にしており、すべての項目に回答されているわけではなく、手続き件数など数字が必ず
しも正確とはいえないことなどに注意を要する

（出所）政府CIOポータル「行政手続等の棚卸結果等」令和２年度調査（令和元年度末〈令和2年3月31日〉時点）、令和元年度調査（平成30
年度末〈平成31年3月31日〉時点）を基に日本総合研究所作成

〈図表1〉行政手続きのオンライン化の現状

1　デジタル庁ホームページの組織体制（2021年11月時点）によれば、CA（Chief Architect）、CDO（Chief Design Officer）、CISO（Chief Information 
Security  Officer）、CPO（Chief Product Officer）、CTO（Chief Technology Officer）の五つが設置されている。

2　内閣官房情報通信技術総合戦略室で運用していたもののリニューアル版。
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月
の
デ
ジ
タ
ル
庁
設
置
法
案
を
含
む
「
デ

ジ
タ
ル
改
革
関
連
法
」

3

の
成
立
を
経
て
、

デ
ジ
タ
ル
庁
が
設
置
さ
れ
た
。

暮
ら
し
は
ど
う
変
化
す
る
か

　

デ
ジ
タ
ル
庁
は
、「
す
べ
て
の
行
政
手

続
き
を
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
で
60
秒
以
内
に

完
結
」
で
き
、「
誰
ひ
と
り
取
り
残
さ
な
い
、

人
に
優
し
い
デ
ジ
タ
ル
社
会
」
の
実
現
を

目
指
す
と
し
て
い
る
。
そ
の
施
策
の
中
で

も
国
民
生
活
に
特
に
関
係
す
る
事
項
と
し

て
は
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
の
有
効
活
用
、
国

や
地
方
自
治
体
の
シ
ス
テ
ム
の
共
通
化
・

標
準
化
、
包
括
的
デ
ー
タ
戦
略
が
挙
げ
ら

れ
る
。

　

第
一
に
、
全
国
民
へ
の
マ
イ
ナ
ン
バ
ー

カ
ー
ド
の
普
及
（
22
年
度
末
目
標
）、
な

ら
び
に
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
を
有
効
活
用

す
る
た
め
の
各
種
施
策
の
推
進
に
よ
り
、

暮
ら
し
や
社
会
の
さ
ま
ざ
ま
な
場
面
で
の

利
便
性
向
上
が
期
待
さ
れ
る
。

　

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
の
健
康
保
険
証

と
し
て
の
利
用
が
既
に
今
年
10
月
か
ら
始

ま
っ
て
お
り
、
今
後
、
運
転
免
許
証
と
の

一
体
化
（
24
年
度
末
）、
在
留
カ
ー
ド
と

の
一
体
化
（
25
年
度
）、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー

カ
ー
ド
の
機
能
（
電
子
証
明
書
）
の
ス
マ

ー
ト
フ
ォ
ン
へ
の
搭
載
（
22
年
度
中
）、

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
付
き
公
金
受
取
口
座
の
登

録
・
利
用
（
22
年
度
中
）、
医
師
免
許
な

ど
各
種
免
許
・
国
家
資
格
等
と
の
連
携

（
24
年
度
中
）
な
ど
が
実
現
す
る
見
込
み

で
あ
る
。

　

さ
ら
に
、
22
年
度
中
に
は
す
べ
て
の
地

方
自
治
体
で
、
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
か
ら
マ

イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
を
使
っ
て
子
育
て
等

主
要
手
続
き
の
オ
ン
ラ
イ
ン
申
請
を
可
能

に
す
る
目
標
が
掲
げ
ら
れ
て
い
る
。

　

第
二
に
、
国
の
情
報
シ
ス
テ
ム
に
つ
い

て
、
共
通
の
基
盤
・
機
能
を
提
供
す
る
ガ

バ
メ
ン
ト
ク
ラ
ウ
ド
を
整
備
し
、
21
年
度

中
に
運
用
を
開
始
す
る
と
と
も
に
、
地
方

自
治
体
の
基
幹
業
務
シ
ス
テ
ム
に
関
し
て

も
ガ
バ
メ
ン
ト
ク
ラ
ウ
ド
上
に
移
行
す
る

計
画
（
25
年
度
）
で
あ
る
。
国
や
地
方
自

治
体
の
シ
ス
テ
ム
の
標
準
化
や
共
通
化
が

進
め
ら
れ
る
こ
と
に
よ
り
、
シ
ス
テ
ム
間

の
円
滑
な
連
携
や
共
通
サ
ー
ビ
ス
の
開

発
・
導
入
な
ど
が
可
能
に
な
る
。

　

国
の
各
省
庁
や
地
方
自
治
体
は
、
自
ら

シ
ス
テ
ム
や
サ
ー
ビ
ス
を
開
発
す
る
コ
ス

ト
、
人
員
な
ど
の
負
担
が
軽
減
さ
れ
る
ほ

か
、
オ
ン
ラ
イ
ン
化
に
よ
る
事
務
の
効
率

化
や
省
力
化
を
図
る
こ
と
が
で
き
、
人
手

を
必
要
と
す
る
業
務
に
人
員
を
手
厚
く
配

置
で
き
る
よ
う
に
な
る
。
ま
た
、
住
民
に

と
っ
て
は
全
国
ど
こ
で
も
同
じ
よ
う
に
行

政
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
す
る
こ
と
が
可
能
に

な
る
。

　

第
三
に
、
包
括
的
デ
ー
タ
戦
略
の
下
、

社
会
的
な
基
本
情
報
の
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
と

な
る
「
ベ
ー
ス
・
レ
ジ
ス
ト
リ
」

4

を
整

備
す
る
と
と
も
に
、
国
・
地
方
自
治
体
の

み
な
ら
ず
準
公
共
分
野

（
健
康
・
医
療
・
介
護
、

教
育
、
防
災
な
ど
）
や

民
間
分
野
な
ど
の
「
デ

ー
タ
が
つ
な
が
る
」
こ

3　デジタル改革関連法は、デジタル社会形成基本法（従来のIT基本法に代わるもの）、デジタル庁設置法、デジタル社会の形成を図るための関係法律の整
備に関する法律（行政手続での押印義務の廃止や個人情報保護関連3法の一本化など）、公的給付の支給等の迅速かつ確実な実施のための預貯金口座
の登録等に関する法律、預貯金者の意思に基づく個人番号の利用による預貯金口座の管理等に関する法律（預貯金口座とマイナンバーの紐づけな
ど）、地方公共団体情報システムの標準化に関する法律、の6法で構成。

4　内閣官房情報通信技術総合戦略室は、「公的機関等で登録・公開され、様々な場面で参照される、人、法人、土地、建物、資格等の社会の基本データであり、
正確性や最新性が確保された社会の基盤となるデータベース」と定義（政府CIOポータル「ベース・レジストリの指定について」2021年5月）。

（出所）総務省「マイナンバーカード交付状況について」（https://www.soumu.go.jp/kojinbango_card/
#kouhu）を基に日本総合研究所作成

〈図表2〉マイナンバーカードの交付状況
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と
で
新
た
な
価
値
を
創
造
し
て
い
く
目
標

が
掲
げ
ら
れ
て
い
る
。

　

デ
ジ
タ
ル
庁
に
よ
れ
ば
、
各
種
デ
ー
タ

の
連
携
に
よ
り
、
各
人
の
ラ
イ
フ
ス
テ
ー

ジ
に
合
わ
せ
て
、
出
生
、
就
学
、
子
育
て
、

介
護
な
ど
に
必
要
と
な
る
手
続
き
を
ス
マ

ー
ト
フ
ォ
ン
を
使
っ
て
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
で

行
う
こ
と
が
で
き
、
適
切
な
タ
イ
ミ
ン
グ

で
こ
れ
ら
の
手
続
き
の
知
ら
せ
が
プ
ッ
シ

ュ
通
知
で
受
け
ら
れ
る
よ
う
に
な
る
。
加

え
て
、
一
度
登
録
し
た
内
容
を
繰
り
返
し

入
力
す
る
必
要
が
な
く
な
る
「
ワ
ン
ス
オ

ン
リ
ー
化
」
も
実
現
さ
れ
る
。

　

ま
た
、
散
在
す
る
デ
ー
タ
を
集
約
・
連

携
さ
せ
る
こ
と
に
よ
り
、
個
々
人
の
ニ
ー

ズ
や
状
態
に
合
っ
た
健
康
・
医
療
・
福
祉

サ
ー
ビ
ス
等
を
受
け
ら
れ
る
よ
う
に
す
る

ほ
か
、
移
動
に
際
し
、
交
通
関
連
の
リ
ア

ル
タ
イ
ム
デ
ー
タ
を
基
に
最
適
な
移
動
手

段
を
提
供
す
る
M
a
a
S
（M

obility 

as a Service

）
の
実
現
な
ど
が
視
野
に

入
れ
ら
れ
て
い
る
。

山
積
み
の
課
題

　

こ
の
よ
う
に
、
デ
ジ
タ
ル
庁
の
主
導
に

よ
り
さ
ま
ざ
ま
な
改
善
・
改
革
が
遂
行
さ

れ
、
わ
が
国
の
経
済
・
社
会
の
デ
ジ
タ
ル

化
が
大
き
く
進
む
こ
と
が
期
待
さ
れ
て
い

る
（
図
表
3
）。
そ
の
一
方
で
、
デ
ジ
タ

ル
庁
の
所
掌
す
る
業
務
範
囲
が
広
範
か
つ

多
岐
に
わ
た
る
た
め
、
官
民
の
組
織
の
横

串
を
通
し
た
改
革
を
推
進
す
る
ど
こ
ろ
か
、

デ
ジ
タ
ル
庁
内
で
業
務
の
縦
割
り
が
起
き

る
の
で
は
な
い
か
と
の
懸
念
も
あ
る
。
デ

ジ
タ
ル
庁
に
課
せ
ら
れ
た
課
題
は
山
積
み

で
あ
る
が
、
ま
ず
は
優
先
順
位
を
付
け
、

着
実
に
取
り
組
ん
で
い
く
こ
と
が
求
め
ら

れ
る
。
特
に
、
以
下
の
点
に
留
意
し
て
取

り
組
ん
で
い
く
こ
と
が
肝
要
で
あ
る
。

　

第
一
に
、
国
民
の
信
頼
を
得
る
こ
と
が

最
大
の
課
題
で
あ
り
、
透
明
性
や
説
明
責

任
を
常
に
意
識
す
べ
き
で
あ
る
。
こ
れ
ま

で
の
政
府
に
よ
る
デ
ジ
タ
ル
化
の
取
り
組

み
は
、
計
画
の
進し

ん

捗ち
ょ
く

状
況
や
投
資
対
効

果
を
適
切
に
評
価
し
、
国
民
に
対
し
つ
ま

び
ら
か
に
す
る
姿
勢
に
欠
け
て
い
た
。

　

ま
た
、
デ
ジ
タ
ル
庁
発
足
後
も
、
国
民

に
疑
念
を
生
じ
さ
せ
る
よ
う
な
問
題
が
起

き
て
い
る
。
国
の
重
要
シ
ス
テ
ム
等
に
関

す
る
企
画
立
案
や
予
算
を
デ
ジ
タ
ル
庁
が

一
括
し
て
担
当
す
る
の
で
あ
れ
ば
、
業
務

の
内
容
や
委
託
先
の
選
定
、
進
捗
状
況
や

評
価
な
ど
に
つ
い
て
、
透
明
性
を
持
っ
て

説
明
責
任
を
果
た
す
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

ま
た
、
デ
ジ
タ
ル
サ
ー
ビ
ス
を
安
全
・
安

心
に
利
用
可
能
と
す
る
た
め
に
は
、
個
人

情
報
の
保
護
は
当
然
の
こ
と
な
が
ら
、
個

人
の
情
報
は
当
該
個
人
の
も
の
で
あ
る
と

い
う
理
念
の
下
、
個
人
が
自
身
の
情
報
を

適
切
に
管
理
で
き
る
仕
組
み
に
つ
い
て
も

早
急
に
検
討
す
べ
き
で
あ
ろ
う
。

　

第
二
に
、
民
間
と
の
共
創
を
基
本
と
す

る
こ
と
で
あ
る
。
国
が
さ
ま
ざ
ま
な
シ
ス

テ
ム
や
サ
ー
ビ
ス
を
す
べ
て
ゼ
ロ
か
ら
開

発
し
て
い
く
必
要
は
な
く
、
利
用
者
視
点

に
立
っ
た
サ
ー
ビ
ス
実
現
の
た
め
に
も
、

1．国民に対する行政サービスのデジタル化の推進

2．くらしのデジタル化の促進

3．産業全体のデジタル化とそれを支えるインフラ整備

4．誰一人取り残さないデジタル社会の実現

新型コロナ対策など緊急時の行政サービスの
デジタル化
マイナンバーカード等の活用の推進

霞が関・地方のシステム刷新

データ連携の実現

包括的データ戦略の推進
データの信頼性を確保する仕組みの実現

5G、Beyond 5Gの推進
半導体戦略の具体化
データセンター等の最適配置

経済安全保障の基盤となるデジタルインフラ
の整備
認証・申請基盤の確立による法人向け行政
サービスの質の向上
デジタル人材育成の強化

ICT機器・サービスに関する相談体制の充実
情報バリアフリー環境の実現
中小企業のデジタル化の支援
市区町村等における国民のアクセスポイント
の確保

緊急時の給付・事務処理の迅速化、ワクチン接種証明のスマー
トフォン搭載等
健康保険証利用、健診情報・薬剤情報の閲覧、運転免許証・在留カー
ドとの一体化、電子証明書のスマホ搭載、各種添付書類の省略等
行政窓口の標準化・統一化、自治体のシステムの統一・標準化等

医療分野：オンライン診療の推進、自分の健康情報を把握でき
る仕組み（PHR）
教育分野：ICT利活用、デジタルコンテンツの活用
防災分野：プラットフォームの整備等
データベースやルールの整備・実装等
意思表示の証明、発行元証明、存在証明等

研究開発、標準化推進等
半導体製造拠点、技術開発等
偏在の是正、事業継続計画やセキュリティ確保等の観点から立
地環境の最適化を図る
機密性の高いデータの管理やインフラについてデジタルアーキ
テクチャ・デザインセンターとの連携により整備・普及
法人向けオンライン認証、商業登記電子証明書のクラウド化、
中小企業の支援基盤整備等
教育コンテンツの開発やカリキュラムの整備、デジタル人材の
採用拡大、人材移動の円滑化等

デジタル活用の支援、地域のサポート体制の確立等
バリアフリーに資する機器・サービスの研究開発等
専門家派遣等支援環境の整備
窓口配備のタブレット端末の用途拡大、ルール改善等

（出所）デジタル庁「今後のデジタル改革の進め方について」（https://cio.go.jp/sites/default/files/uploads/
documents/digital/20210906_meeting_promoting_06.pdf）を基に日本総合研究所作成

〈図表3〉デジタル庁が取り組むデジタル改革
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民
間
の
技
術
や
開
発
手
法
、
サ
ー
ビ
ス
や

ア
イ
デ
ア
を
積
極
的
に
取
り
入
れ
て
い
く

べ
き
で
あ
る
。

　

ま
た
、
引
っ
越
し
や
子
育
て
、
介
護
な

ど
の
サ
ー
ビ
ス
を
オ
ン
ラ
イ
ン
か
つ
ワ
ン

ス
ト
ッ
プ
で
完
結
で
き
る
よ
う
に
す
る
た

め
に
は
、
行
政
機
関
の
み
な
ら
ず
関
連
す

る
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
民
間
企
業
の
対

応
が
必
要
で
あ
り
、
官
民
の
協
力
・
連
携

が
不
可
欠
で
あ
る
。

　

第
三
に
、
行
政
改
革
・
業
務
改
革
の
意

識
の
徹
底
で
あ
る
。
先
行
す
る
諸
外
国
で

は
、
デ
ジ
タ
ル
ガ
バ
メ
ン
ト
は
行
政
改
革

や
業
務
改
革
の
手
段
と
し
て
位
置
付
け
ら

れ
て
お
り
、
国
民
の
視
点
や
立
場
に
立
ち
、

そ
の
便
益
を
向
上
さ
せ
る
よ
う
に
行
政
業

務
や
サ
ー
ビ
ス
の
再
設
計
が
行
わ
れ
て
い

る
。

　

も
っ
と
も
、
改
革
に
当
た
り
、
現
状
を

維
持
し
た
い
現
場
か
ら
の
抵
抗
や
反
発
が

生
じ
る
こ
と
は
想
像
に
難
く
な
い
。
デ
ジ

タ
ル
庁
発
足
に
際
し
、
菅
前
首
相
は
「
行

政
の
み
な
ら
ず
、
わ
が
国
全
体
を
つ
く
り

替
え
る
く
ら
い
の
気
持
ち
で
」
と
発
言
し

て
い
る
が
、
長
期
的
な
視
点
で
制
度
や
文

化
を
つ
く
り
替
え
て
い
く
気
概
と
覚
悟
が
、

政
治
な
ら
び
に
行
政
機
関
の
ト
ッ
プ
に
求

め
ら
れ
て
い
る
。


